
化学物質管理の現行規制

①原則
容器に譲渡提供時と同様のラベルを貼付

②容器にラベルを貼付することが困難である場合(注1)
容器に入っている化学物質の名称を労働者に伝える(注2)とともに、

当該化学物質に係るGHSラベル情報を伝える等「GHSの代替手段」を
参考とする(注3)。

(注1) 容器にラベルを貼付することが困難である場合の例
反応中の化学物質が入っているもの、内容物が短時間に入れ替わ

るもの等表示と内容物の一致が困難なもの、小さい容器、多くの成分
を含んでいるもの、ラベルの貼付により視認性や作業性に支障が生じ
る場合等

(注2) 名称の伝達について

容器に表示する名称は、略称、記号、番号でも差し支えない。また、名称に加えて絵表示等を追加してもよい。さ
らに、タンク、配管等への名称の表示に当たっては、タンク名、配管名等を周知した上で、当該タンク、配管等の内
容物を示すフロー図、作業手順書、作業指示書等により労働者に伝えることを含む。

(注3) GHSラベル情報の伝達について
作業場にGHSラベル情報を掲示すること、作業場に一覧表の形で備え付けること等により行う。なお、MSDSを利用

しても差し支えない。

事業場内表示の考え方（イメージ）

簡易な事業場内表示例

＋
ラベル情報の掲示

エチレンイミン



譲渡提供時の表
示

事業場内での表示

原則 容器が小さい場合タンク、配管等
一時的に使用する
容器

名称 容器 容器 容器(注1) 容器(注2) 容器(注2)

成分 容器 容器

注意喚起語 容器 容器

人体に及ぼす作用･安定性及
び反応性

容器 容器

掲示(注3) 掲示(注3) 掲示(注3)

貯蔵又は取り扱い上の注意 容器 容器

標章 容器 容器

表示をする者の氏名･住所及
び電話番号

容器
－

－ － －

注1 略称、番号、記号でも差し支えない。

注2 容器名を周知した上で、作業指示書等により名称を伝えることでも差し支えない。

注3 MSDSを活用しても差し支えない。

各種容器への事業場内表示方法



事業場内において使用する容器への表示等に係る各国の規制状況

国 名 法 令 等 所管官庁
事業
場内
表示

備 考

アメリカ
危険有害性周知

基準
米国労働省労働安全衛生局

(OSHA)
義務

危険化学品のアイデンティ
ティ、危険警告文等を表示

イギリス
化学品の供給の
ための危険情報
及び包装条令

イギリス安全衛生庁（HSE） 義務

危険な物質等が露出され
ない場合や包装が除かれ
ない場合を除く

フランス 労働法典

労働省（労働担当大臣）
INRS：労働災害及び職業病予

防のためのフランス国立安全研
究所

義務

オースト
ラリア
（※１）

作業場の物質の表
示に関する実施基

準

・工業化学品（届出・審査）制度
ＮＩＣＮＡＳ

・オーストラリア安全補償評議会
（ＡＳＣＣ）

・オーストラリア安全保障評議会
（Safe Work Australia）

義務

５００ｍｌ以上の危険有害物
に限る

ドイツ
危険な物質からの
保護のための規則

ドイツ労働社会省

（連邦労働保護労働医学局：ＢＡ
ｕＡ）

規定な
し

韓国（※
１）

産業安全保健法 韓国労働部 義務

ＥＵ ＣＬＰ規則 欧州化学品庁（ECHA) 規定な
し

日本 労働安全衛生法 厚生労働省
規定な

し
一部の特別規則に表示義
務

－ ＧＨＳ国連勧告 義務 国連勧告上の措置

－ ＩＬＯ１７０号条約 義務

※１ オーストラリア及び韓国では、ＧＨＳ勧告に対応した絵表示等に合わせる動きがある



各国法令等で規定されている事業場内において使用する容器への表示等
に関する規定

出典 章・条 条文
事業場内

表示の言及

アメ
リカ

米国労働安全衛
生局(OSHA)危険
有害性周知基準

(HCS)

(f)(5)
(6)(7)の場合を除き、事業者は、その作業場内にある危険有害性化学品

の各容器には下記の情報がラベルで表示され、又は刻印されていること
を保証するものとする。（以下略）

○

(f)(6)

事業者は個々の据付けプロセス容器にラベルを貼る代わりに、標識、プ
ラカード、工程図、バッチ票、操作手順書又は他のこのような記載物を用
いることができる。ただし、その代替法が、それが適用できる容器を特定し、
かつ(5)によりラベルに記載するよう要求される情報を伝えるものである場
合に限る。当該記載物は、作業区域内で各勤務時間中に労働者が容易に
アクセスできるものとする。

(f)(7)

事業者は、表示された容器から危険有害性化学品が移し替えられ、その
移替えを行う労働者による即時の使用のみを意図される運搬容器には、
表示することは要求されない。本規則の目的のためには、患者への直接
投与のために、健康管理提供者へ薬局により分配される医薬品は表示を
免除される。

(f)(8)
事業者は、搬入された危険有害性化学品の容器に要求される情報が直

ちに刻印されるのでない限り、当該容器に貼られている既存のラベルを取
り除いたり、汚して読めなくしたりしないものとする。

イギ
リス

1994年化学品
（供給のための
危険情報及び包

装）条令

条令第9(6)

一の物質若しくは製剤が移し替えられる一の包装物の最外側包装の場
合を除き、本条令に従うラベル表示は、供給のための危険な一の物質若
しくは製剤が一の工場、倉庫又はその他の職場、及び、別の職場に通じる
その付属地からの移動により供給される場合は、そのその他の職場でそ
れが、供給のための危険な物質若しくは製剤が露出される結果になるか、
あるいは、本諸条令に従うラベル表示以外の目的のために、当該物質若
しくは製剤を収納する何らかの入れ物がその外側の包装を除かれる結果
になる、いかなる形態の操作、処理又は加工にも付されない場合は、要求
されてはならないものとする。

○

フラ
ンス

労働法典 第L231-6条

他の法律や規則の規定に抵触しない限り、危険物質や危険調合物の販
売者や流通業者及びこれらの物質を扱う施設の責任者は、これらの物質
や調合物を含むすべての容器、袋又は封筒の上に、これらの物質や調合
物の名称と起源そしてその使用に伴う危険を示したラベルか記入書を貼
付しなければならない。

○

オー
スト
ラリ
ア

職場における化
学物質のラベル
に関する実施基

準

８ 移し替え
た製品のラ
ベル表示

8.1 移し替え作業は、多くの業種で見受けられる。危険有害な化学物質を
移し替える際のラベル表示に係る最低要件は、ＮＯＨＳＣに定められてい
る。

○

8.2 移し替えられ、また、速やかに消費されないすべての危険有害な化学
物質には、製品名とそのリスク、安全レベルをラベル表示しなければなら
ない。
8.3 移し替えられた物質が、その場で速やかに消費される場合にあっては
ラベル表示の必要はない。
8.4 含有物がすべてなくなるまで、ラベルは、はっきりと表示されていなけ
ればならない。

ドイ
ツ

「危険な物質から
の保護のための
規則-危険物質
規則」(化学品法
関係政令)

第５条

製造業者又は輸入業者として、第２条第１号、２号又は３号の意味にお
ける物質、調剤又は殺生物性製品を上市する者は、事前にそれらを第4a
条又は4b条に基づいて分類しなければならず、その分類に従って包装し、
表示しなければならない。（以下略）

×
第６条

物質は、指令67/548/EECに基づいて、その第２４条５項及び第２５条２
項の例外付きで、表示させなればならない。この指令の附属書Ⅰに記載さ
れていない物質は、第4a条３項に基づいて分類され、指令67/548/EECに
従って表示されなければならない。（以下略）

第７条
調剤は指令1999/45/ECに基づいて、その第１１条５項及び第１２条３項

の例外付きで表示されなければならない。（以下略）



韓国産業安全保健法 第４１条

１ 事業主は化学物質または化学物質を含有した製剤（大統領令が定め
る製剤を除外する。以下同じ）を製造・輸入・運搬または貯蔵しようとする
時には、あらかじめ次の各号の事項すべてを記載した資料（以下、「物質
安全保健資料」という）を作成して取扱勤労者が容易に見ることができる場
所に掲示または備置しなければならない。
①化学物質の名称・成分および含有量
②安全・保健上の取扱注意事項
③人体および環境に及ぼす影響
④その他労働部令が定める事項

○

２．第１項の規定にかかわらず、事業主は物質安全保健資料を作成する
において営業秘密としての保護価値があると認定される化学物質なたは
化学物質を含有した製剤を具体的に識別することができる情報を労働部
令が定めるところによって記載しなくてもよい。ただし、勤労者に重大な健
康障害をもたらす憂慮がある化学物質または化学物質を含有した製剤と
して労働部長官が定めるものはそのかぎりでない。
３ 事業主は第１項の規定による化学物質または化学物質を含有した製
剤を取扱う勤労者の安全・保健のためにこれを入れる容器及び包装に警
告表示をして、勤労者に対する教育を実施する等、適切な措置をしなけれ
ばならない。この場合、教育の実施時期、教育の内容および方法に必要
な事項は労働部令で定める。
４ 第１項の規定による化学物質または化学物質を含有した製剤を譲渡ま
たは提供する場合には、物質安全保健資料を一緒に譲渡または提供しな
ければならない。
５ 労働部長官は、第１項の規定による化学物質または化学物質を含有し
た製剤を取扱う勤労者の安全・保健を維持するために必要であると認定す
る時には、事業主に物質安全保健資料の提出を命じるか物質安全保健資
料上の取扱注意事項等の変更を命じることができる。
６ 事業主は、化学物質または化学物質を含有した製剤を取扱う作業工程
別に管理要領を掲示しなければならない。
7 労働部長官は、勤労者の安全・保健の維持のために必要な場合には、
物質安全保健資料と関連した資料を勤労者および事業主に提供すること
ができる。
8 勤労者を診療する医師、産業保健医、保健管理者（第１６条第３項の規
定による保健管理代行機関を包含する）または勤労者代表等は、勤労者
の安全・保健を維持するために勤労者に重大な健康障害が発生する等、
労働部令が定める場合、事業主に第２項の規定により物質安全保健資料
に記載しない情報を提供することを要求することができる。この場合、事業
主はこれに応じなければならない。
９ 物質安全保健資料の作成・提出・警告資料の内容・位置および方法そ
の他必要な事項は労働部令で定める。この場合、物質安全保健資料の作
成内容中、「有害化学物質管理法」と関連した事項に対しては環境部長官
と協議して定める。

ＥＵ

危険な物質の分
類、包装、表示に
関する理事会指
令(67/548/EEC)
（危険物指令）

第23条
危険な物質は、その包装上に明瞭かつ消えることのないように以下の事

項が表示されていない場合には上市できない。（以下略）

×
危険な調剤の分
類、包装、表示に
関する理事会指
令(1999/45/EC)
（調剤指令）

第10条
上市責任者の氏名・住所、危険記号、危険指示、Ｒ警句及びＳ警句等に

ついては危険な物質の表示の規定に準ずる他、以下に示すような調剤に
特有な表示も必要である。（以下略）

（GHS規則案） （第4条）
（化学物質や混合物を市場に出す前に、供給者は当該化学物質又は混

合物の危険有害性を同定し記述しなくてはならない。（以下略））


